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序　　　　　文

パレスチナは、豊富な観光資源を有しており、近年、目覚ましい観光産業の発展を続けています。

JICA は、2009 年 2 月から 2012 年 2 月までの 3 年間、人類最古の都市とも言われるジェリコにお

いて、「官民連携による持続可能な観光振興プロジェクト」を実施し、官民連携の観光推進母体

であるジェリコ遺跡保存・観光委員会（JHTC）を立ち上げるとともに、観光資源としての文化

遺産の有効活用、土産物・観光商品の開発、観光情報の発信等を支援しました。

同プロジェクトでパイロット的に実施されたジェリコの観光振興に係る活動は、ジェリコの一

部の住民に裨益をもたらすことに成功したものの、今後、地域経済全般に裨益をもたらす形で活

動を発展させることが期待されています。また、他の地域でもジェリコ同様の課題を抱えており、

ジェリコでの経験を他の地域にも広め、パレスチナ全体で観光振興を推進していく必要がありま

す。

こうした背景のなか、日本国政府は、パレスチナ自治政府からの要請に基づき、観光・遺跡庁

を実施機関とする技術協力プロジェクト（フェーズ 2）の実施を決定しました。同決定を受け、

国際協力機構（JICA）は、2012 年 7 月にプロジェクト実施前の事前の調査として、プロジェク

トの背景や現状を確認するとともに、実施内容の計画策定に必要な情報・資料を収集・分析し、

先方機関とプロジェクトの内容について協議し、その結果を協議議事録（M/M）にて署名するこ

とを目的とした調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたもので、本プロジェクトの円滑な実施に寄与

するとともに、パレスチナ自治政府と日本国の友好、親善の一層の発展に役立つことを願うもの

です。

調査団派遣にご協力頂いたパレスチナ自治政府・日本の関係各位に対し、深甚の謝意を表すと

ともに、今後のプロジェクトの実施にあたり、引き続きのご支援、ご協力をお願い申し上げます。

平成 26 年 1 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　植嶋　卓巳
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第１章　調査の概要

１－１　詳細計画策定調査の背景と目的

パレスチナは、ベツレヘム、ジェリコ、エルサレム等の豊富な観光資源を有しており、2000
年 9 月に勃発した第 2 次インティファーダ（イスラエル国のパレスチナ軍事占領に対する民衆蜂

起）以前は観光業が GDP の 11％を占めていた。そのなかでもヨルダン川西岸に位置するジェリ

コの歴史は約 1 万年前にも遡り、世界最古の都市といわれている。ジェリコ市内中心部にあるテ

ル・エス・スルタン（人類最古の古代遺跡）、北部のヒシャム宮殿や新約聖書にも記載のある西

部丘陵地域の ｢ 誘惑の山 ｣ をはじめとして、ジェリコを含むヨルダン渓谷には 500 カ所以上の豊

富な文化遺跡が存在している。

ジェリコへの観光客は 1998 ～ 2000 年までの間は年間約 23 ～ 25 万人で推移し、ホテル等のイ

ンフラ整備も進んだが、第 2 次インティファーダの結果、観光客は 2001 年には 1,200 人まで激

減し、観光収入の減少をもたらした。しかし、治安情勢の改善が見られた 2005 年には 10 万人程

度まで回復し、2010 年には約 100 万人にまで増加しており、ジェリコにおける観光産業は、今

後も農業と並ぶ重要産業であり続けることが予想される。他方、ジェリコ地域の観光振興におけ

る課題として、治安のほか、観光資源としての文化遺産の活用、土産物・観光産品の開発不足、

観光情報の発信不足等が挙げられていた。

このような状況の下、JICA は、2009 年 2 月から 2012 年 2 月までの 3 年間、観光・遺跡庁

（Ministry of Tourism and Antiquities：MOTA）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、

ジェリコ地域において官民協同による地域住民に直接裨益する持続可能な観光システムを形成

することを目的に、｢ 官民連携による持続可能な観光振興プロジェクト」（以下、フェーズ 1）を

実施した。フェーズ 1 実施の結果、官民の代表がジェリコの観光振興の方針について議論する

ためのプラットフォームであるジェリコ遺跡・観光委員会（Jericho Heritage Tourism Committee：
JHTC）1

が形成され、JHTC によって地域住民への裨益を最優先しながら持続的な観光振興を進め

るための体制が整えられた。また、コミュニティを基礎とした観光（Community Based Tourism：

CBT）2
をめざした活動が展開され、文化遺産の有効活用に向けたサイネージの設置、ハチミツや

モザイク商品の開発支援、バザールや展示会の開催、ローカルガイドツアーや料理人に対する研

修、観光情報の発信を目的とした観光情報センター（Tourist Information Center：TIC）の設置、観

光地図の作成、ジェリコの歴史を紹介するための本の作成等が実施され、上記課題の解決に向

け、一定の成果を達成した。

他方、フェーズ 1 でパイロット的に実施されたジェリコの観光振興に係る活動は、ジェリコの

一部の住民に裨益をもたらすことに成功したものの、今後、地域経済全般に裨益をもたらす形で

活動を発展させることが課題として残されている。具体的には、途に就いたばかりの JHTC の機

能を強化しつつ、豊富な文化遺産の更なる有効活用、観光商品・サービスのより一層の充実を図

り、観光客の訪問地の多様化、観光客による飲食店や商店での観光商品・サービスの購入を促進

1
　 JHTC は、MOTA、ジェリコ市役所、ジェリコ県庁、教育長ジェリコ支局、青少年スポーツ庁ジェリコ支局、文化庁ジェリコ支局、

アラブ・ホテル協会（Arab Hotel Association：AHA）、パレスチナ体験型観光組織ネットワーク（Network for Experiential Palestinian 
Tourism Organization：NEPTO）から、計 8 名の代表で構成される。ジェリコ市役所の Mr. Marwan Samarat を Working Group Leader
として、年 4 回以上の開催をめざして活動を再開する予定である。

2
　地域住民が主体となって観光事業を行い、地域発展をめざす観光形態を指す。
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する必要がある。

他の地域、例えば、ベツレヘムにおいても、2010 年には観光客が 100 万人を超えるなど、観

光は主要産業となっているが、観光客の訪問地が生誕教会付近に集中しており、観光による便益

が一部の地域にしかもたらされていない。同様に、ヘブロンやナブルスにおいても、共に旧市街

や数々の史跡などの豊富な関係資源が十分に活用されておらず、ジェリコやベツレヘムと比べ、

地域全体で見ても観光による便益を十分に享受できていない。

このような背景を踏まえ、パレスチナ自治政府はわが国に対し、① JHTC の機能・組織強化、

②ジェリコをモデルとした観光振興システムの他地域への紹介、③観光プロモーションの強化を

目的として、「官民連携による持続可能な観光振興プロジェクト（フェーズ 2）」（以下、本プロジェ

クト）をわが国に要請した。

本詳細計画策定調査は、パレスチナ政府からの協力要請の背景、内容を確認し、本プロジェク

トの事前評価を行うとともに、プロジェクトの実施内容の計画策定に必要な情報・資料を収集・

分析し、先方実施機関とプロジェクトに係る討議議事録（Record of Discussion：R/D）（案）及び

協議議事録（Minutes of Meeting：M/M））の協議・署名を行うことを目的として実施したもので

ある。

１－２　詳細計画策定調査団の構成

分　野 氏　名 所　属

団長 飯田　学 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易課　企画役

観光開発 高寺　奎一郎 個人

協力企画 木村　明広 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易課

評価分析 飯田　晴海 グローバルリンクマネージメント（株）

１－３　調査日程

本詳細計画策定調査は、2012 年 7 月 2 日から 21 日にわたり実施した。

7 月 2 日（月）
テルアビブ到着

調査団内打合せ

7 月 3 日（火）

ラマッラ、ジェリコへ移動

MOTA 表敬

ジェリコ市役所表敬

7 月 4 日（水）
TIC 運営に関する聞き取り

ラマッラへ移動

7 月 5 日（木） MOTA との協議

7 月 6 日（金）

聖地入場ツアー・オペレーター協会（Holy Land Incoming Tour Operators Association：
HLITOA）との協議

パレスチナ観光旅行協会（Palestinian Society of Tourist and Travel Agents：PSTIA）

との協議
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7 月 7 日（土）

ベツレヘム商工会議所との協議

Zakareia Wood Sevouneirs 工場見学

Beit Sahour バス会社との協議

7 月 8 日（日） ヘブロン市役所との協議

7 月 9 日（月）
代替的観光グループ（Alternative Tourism Group：ATG）との協議

ジェリコ商工会議所との協議

7 月 10 日（火）

MOTA ベツレヘムとの協議

MOTA との協議

JICA パレスチナ事務所との協議

7 月 11 日（水）

MOTA との協議

計画・行政開発庁（Ministry of Planning and Administrative Development：MOPAD）

表敬

7 月 12 日（木） ナブルス市役所との協議

7 月 13 日（金）
調査団内打合せ

M/M ドラフト作成

7 月 14 日（土）
AHA との協議

MOTA プロモーション局との協議

7 月 15 日（日）

JHTC との協議

ジェリコ市長表敬

MOTA 大臣表敬

7 月 16 日（月） M/M 協議

7 月 17 日（火） M/M 協議

7 月 18 日（水）
ラップアップ協議

M/M 署名

7 月 19 日（木）

JICA パレスチナ事務所への報告

在イスラエル日本大使館（対パレスチナ暫定自治政府日本国政府代表事務所）

への報告

7 月 20 日（金） テルアビブ出発

7 月 21 日（土） 東京到着

１－４　主要面談者

（1）パレスチナ側

1）　観光・遺跡庁（Ministry of Tourism and Antiquities：MOTA）

・ HE. Rula Maayah Minister
・ Dr. Hamadan Taha Assistant Deputy Minister
・ Dr. Ahmed Rjoob Director General, Site Development Department
・ Mr. Iyad Hamdan Head of Jericho office
・ Mr. Majed Ishaq Deputy Director General, Marketing Department
・ Mr. I. Yasen Iqteit Hebron Office
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・ Mr. Mahamoud Jabbarean Hebron Office
・ Mr. Nahed Abdo Nablus Office
・ Mr. Mahmoud Birawi Nablus Office
・ Mr. Ihab Haj Daoud Nablus Office
・ Ms. Nour Mohamad Staff of TIC in Jericho

2）　計画・行政開発庁（Ministry of Planning and Administrative Development：MOPAD）

・ Dr. Ibrahim Abdelrahim  Director of Americas & Far East Countries, D.G. Aid 
Management & Coordination

3）　ジェリコ市

・ Mr. Hassan Saleh Hussein Mayer, Jericho Municipality
・ Mr. Marwan Samarat Public Relation Officer, Jericho Municipality
・ Ms. Nafisa Zorba Temporary Staff of TIC, Jericho Municipality
・ Mr. Kazem A. Muaket Manager of Chamber, Chamber of Commerce

4）　ヘブロン市

・ Dr. Sulaiman Jaradat Governorate of Hebron
・ Mr. Marwan Sultan Governorate of Hebron
・ Mr, Alaa Shahin Hebron Municipality
・ Mr. Hisham Idwiekat Hebron Rehabilitation Committee
・ Mr. Nader Tamimi Traditional Tourism Association
・ Mr. Bader Aldaour Altamimi Traditional Handcrafts Center

5）　ナブルス市

・ Mr. Adly R. Yaish Mayor, Nablus Municipality
・ Mr. Amal Hudhud Head of DES, Nablus Municipality
・ Ms. Rafif Malhas Director of Woman Conner, Nablus Municipality
・ Mr. Sameh Al-Assi City Engineer, Nablus Municipality
・ Mr. Firas Najjar General Manager of Travel Agency
・ Mr. Khaled Musleh Head of Public Relation Department, NCCI
・ Mr. Labeeb Zaidan Tourism Police
・ Mr. Awwad Hamelan Manager, Aslqusr Hold
・ Mr. Ayman Al-Shaka’a Director, MCRC

6）　ベツレヘム商工会議所

・ Ms. Fayrouz J. Khoury Deputy General Director
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7）　聖地入場ツアー・オペレーター協会（Holy Land Incoming Tour Operators Association：HLITOA）

・ Mr. Sami Abu-Dayyeh President
・ Mr. Raed Khatib Executive Director
・ Mr. Rami Zeidan BOD General Secretary
・ Ms. Christina Samara Former President
・ Mr. Tony Khashram Member

8）　パレスチナ観光旅行協会（Palestinian Society of Tourist and Travel Agents：PSTTA）

・ Mr. Rami N. Khalifa Chairman
・ Mr. Alaa Anwar Akel Member

9）　Beit Sahour バス会社

・ Dr. Khalil Rashmawi General Manager

10）　代替的観光グループ（Alternative Tourism Group：ATG）

・ Mr. Rami Kassis Executive Director

11）　アラブ・ホテル協会（Arab Hotel Association：AHA）

・ Mr. Raed Saadeh President
・ Mr. Raed Khatib Secretary General

（2）日本側

1）　在イスラエル日本大使館（対パレスチナ暫定自治政府日本国政府代表事務所）

・ 山本　英昭 副代表

・ 神谷　英生 二等書記官

2）　JICA パレスチナ事務所

・ 田中　泉 所長

・ 向井　直人 次長

・ 上野　恵以奈 所員
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第２章　詳細計画策定調査結果

２－１　パレスチナ自治区全体における観光の概要

（1）外国人観光客の動向

昨年（2011 年）にパレスチナを訪れた外国人観光客の総数は 2,280,921 人を記録した

（MOTA 統計 2011 年版）。対前年比では 0.7％の微減であるが、これは前 2010 年における大

幅増（67.3％）の反動と考えられる。中東地域全体における 2011 年の外国人観光客到着数は、

“UNWTO Advance Release January 2012” によれば 5,500 万人、対前年で 8％の減少を記録した

ものと推計されている。これはアラブの春の混乱による減少と考えられる。

また、2010 年における大幅増は 2009 年のガザ紛争による減少の反動である。

表２－１　外国人観光客到着数（パレスチナ、中東、全世界）
（人）

地　域 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年

パレスチナ 1,430,799 1,373,708 2,298,556 2,280,921

中東 55,900,000 52,700,000 60,000,000 55,000,000

全世界 920,000,000 880,000,000 940,000,000 980,000,000
出所：UNWTO Advance Release January 2012, MoTA 統計 2011 年

パレスチナにおける 2011 年の外国人観光客数を、地域別にみると、ベツレヘム（1,045,382
人）、ジェリコ（730,373 人）、ヘブロン（111,421 人）の順となっている。ただし、ラマッラ、

ナブルスの数字は得られていない。

表２－２　外国人観光客数（パレスチナ内地域別）
（人）

地　域 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年

ジェリコ 546,814 487,340 773,381 730,373

ベツレヘム 844,943 699,811 1,092,570 1,045,382

ヘブロン 32,876 20,816 27,201 116,421

ナブルス 1,704 10,293 23,560 -------

ラマッラ 3,801 18,150 ------- -------

合計 1,430,799 1,373,708 2,298,556 2,280,921
出所：MoTA 統計 2011 年

2011 年の地域別の動向を外国人観光客の延宿泊数でみると、ベツレヘム（589,360 泊）、ラ

マッラ（86,189 泊）、ジェリコ（68,534 泊）、ナブルス（9,250 泊）、ヘブロン（2,284 泊）の

順である。宿泊率はベツレヘム（0.56）が高く、ジェリコ（0.09）が低く、ラマッラ、ヘブ

ロン、ナブルス（0.2 ～ 0.35）はその中間にある。ベツレヘムでの宿泊率が高くなっている

のは、エルサレムでの宿泊の補完・代替機能を果たしているためと考えられる。ラマッラ、
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ヘブロン、ナブルスでの宿泊率がジェリコのそれを上回っているのはビジネス目的客が多い

ためと推測される。

表２－３　外国人観光客の延宿泊数（パレスチナ内地域別）
（泊）

地　域 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年

ジェリコ 62,510 49,798 75,054 68,531

ベツレヘム 392,523 364,053 547,502 589,360

ヘブロン 1,564 2,505 3,825 2,284

ナブルス 8,285 5,504 8,446 9,250

ラマッラ 35,399 60,164 73,483 86,179

合計 500,511 484,332 717,117 766,423
出所：MoTA 統計 2011 年

2011 年にパレスチナを訪れた外国人観光客到着数を国籍別にみると表２－４のとおりで

ある。

表２－４　外国人観光客到着数（国籍別）

国　籍 人　数 構成比

アラブ系イスラエル人 701,152 30

ロシア 336,460 15

米国 151,645 7

イタリア 112,930 5

ポーランド 105,048 5

ドイツ 93,420 4

インド 59,923 3

スペイン 53,697 2

ナイジェリア 52,870 2

インドネシア 50,611 2

ブラジル 49,099 2

フランス 48,595 2

韓国 41,967 2

ルーマニア 40,967 2

英国 40,193 2

その他 334,714 15
出所：MoTA 統計 2011 年
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アラブ系イスラエル人を除くと、10％以上のシェアを占める国はロシアだけであり、その

他国籍の観光客が 15％（334,714 人）を占めていることは、パレスチナが、幅広い国々から

の観光客を迎えているデスティネーションであることを示している。アラブ系イスラエル人

はパレスチナに自由に入国できるため、週末休暇、買い物の目的での来訪が多く、安定した

重要な市場である。

ロシアが上位を占めているのは、ロシア正教会のキリスト教徒による巡礼目的客、更には

イスラエルに移住したロシア人による来訪が多いものと考えられる。

（2）国内観光客の動向

2011 年における国内観光客の到着数は 2,530,461 人で、延宿泊数は 119,791 泊であった。

国土面積がほぼ日本の三重県と同規模ということから、日帰り客が圧倒的に多くなってい

る。宿泊需要は主に週末休暇、ビジネス旅行により生まれているものと考えられる。

国内観光は、2010 年以降、ジェリコを除く各地域において大幅な増加を示している。地

域別ではトゥルカレム、ナブルス、ジェニンという北部地域での到着数が、ジェリコ、ラ

マッラ、ヘブロン、ベツレヘムという南部地域を大きく上回っている。これは北部各地域で

の遊園地施設等の開設が、家族旅行、学校遠足需要を吸収したものと考えられる。

２－２　ジェリコ及び近隣地域の観光の概要

（1）ジェリコにおける外国人観光客の動向

ジェリコへの外国人観光客到着数は、各年の変動はあるものの増加を続け、2011 年では

730,373 人を記録している。対前年比では 6.6％の減少であるが、これは前年における 58.7％
という大幅な増加の反動である。フェーズ 1 期間中の 3 年間における増加率は 49.9％に達し

ている。ちなみに 2010 年の大幅増は、2009 年のガザ地区での紛争の影響による大幅減の反

動と推測される。

同期間の外国人による宿泊延べ数をみると 37.6％の増加を記録している。

地域別の国籍別観光客数は発表されていないが、フェーズ 1 により開設された TIC への来

訪者（2012 年 4 月 21 日～ 7 月 3 日）に関する情報は、表２－５のとおりである。

表２－５　TIC への観光客訪問数（国別）

順位 国籍 人数（人） 順位 国籍 人数（人）

1 米国 95 18 ロシア 4

2 ドイツ 58 19 ブルガリア 3

3 フランス 53 20 レバノン 3

4 イタリア 31 21 ベトナム 3

5 オーストラリア 25 22 ノルウェー 3

6 パレスチナ 20 23 イスラエル 2

7 スペイン 19 24 フィンランド 2

8 カナダ 16 25 日本 2
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9 ポーランド 13 26 韓国 2

10 英国 9 27 デンマーク 1

11 オーストリア 9 28 コロンビア 1

12 チェコ 7 29 ニュージーランド 1

13 オランダ 7 30 中国 1

14 ブラジル 7 31 メキシコ 1

15 スイス 5 32 スウェーデン 1

16 スロバキア 4 不明 13

17 台湾 4 合計 425
出所：TIC 統計

来訪者のほとんどが、個人旅行者であり、欧米諸国からの来訪者が中心を占め、その国数

は 32 カ国に及んでいる。

ジェリコにおける外国人観光については、滞在時間、訪問地点が限られていることから、

地元コミュニティに裨益する経済社会的効果が限られていることが指摘されてきた。その改

善のため、CBT による開発システムをスタートさせることがフェーズ 1 の重要な目的であっ

た。

フェーズ 1 終了後 5 カ月目において、コミュニティへの裨益という観点から、以下の改善

が確認された。

1）　土産品店舗におけるジェリコ産品売り場面積の大幅な増加

テル・エス・スルタン遺跡の目の前にある大型土産品店では、従来、イスラエル製、パ

レスチナ他地域産品の売り場面積がほとんどを占めていたが、現在では、デーツ、デーツ

加工食品、ハチミツ、果物などのジェリコ産品の売り場面積が大幅に増加している。ま

た、ジェリコ産であることを前面に打ち出したセールスが行われるようになった。

2）　TIC の開設による外国人個人客（Free Individual Travel：FIT）市場の存在の確認

MOTA、ジェリコ市の共同運営による TIC が 2012 年 4 月より本格的にオープンした。

当初、開設時の来訪者は国内観光客が中心、個人客が想定される外国人観光客の来訪は限

られる、とフェーズ 1 の日本人専門家によって予想されていたが、オープン 2 カ月の来訪

者をみると、そのほとんどが FIT となっている。

ジェリコの場合、観光資源が郊外に集中し、市内に観光アトラクションが乏しいため、

TIC を市内に開設しても来訪者が少ないことが予想されるため、TIC はテル・エス・スル

タン周辺に開設すべきとの議論もあった。そうしたなか、観光シーズンが終わりを迎える

この時期に、オープン直後の 2 カ月で、FIT を中心に 400 人を超える来訪者が記録された

ことは、大きな成果と考えられる。フェーズ 1 で整備した TIC 標識の効果もあったと考え

られる。TICの存在が知られるにつれ、さらにTIC来訪者は増加することが予想されるが、

TIC の存在によりジェリコを訪れる FIT 客そのものが生みだされる可能性も考えられる。

つまり、「TIC で必要な情報が得られる体制ができているのならジェリコに行ってみよう」

という FIT 需要が生まれてくる可能性である。このためには、TIC が来訪者の期待に応え

る質の高い情報サービスを提供することが重要である。
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多様な観光行動が期待できるセグメントである FIT 市場の存在は、市内での食事、買い

物の促進、トレッキング等新しい観光魅力の開発、それに伴う滞在時間の延長など、地域

への裨益増進のための大きな力となり得る。

3）　テル・エス・スルタンとヒシャムパレスにおける情報提供体制の大幅改善

ジェリコの代表的観光資源であるテル・エス・スルタンとヒシャムパレスについては、

遺跡紹介サービスの不足が指摘されていたが、フェーズ 1 及び他の JICA 事業により整備

された映像施設による遺跡説明、ローカルガイドの配置、遺跡紹介パンフレットの配布が

行われるようになった。本調査中にも同映像施設を利用する観光客が数名確認された。今

後、来訪者の遺跡理解と満足度が向上していくことが期待されている。

4）　直接裨益型の観光インフォーマルセクターの誕生

ジェリコ郊外の C 地区にある聖ジョージ僧院とヘロデ大王冬の宮殿を結ぶワディケル

ト渓谷ルートは、開発が望まれるエコトレッキングルートであるが、ジェリコに向かう観

光ツアーバスが既に聖ジョージ僧院を訪れ始めていることが確認された。

バスが走行できるアクセス道路が整備されていないため、観光客は駐車場から僧院まで

の急な山道を 1km 弱徒歩で往復しなくてはならない。このため、観光客の便宜をはかる

ため、地元住民がロバでの往復サービスを提供し始めている〔1 回 50NIS（約 1,000 円）〕。

バスツアーで訪れる観光客の多くがこのロバでの往復サービスを利用している。観光が生

みだす典型的な直接裨益型インフォーマルビジネスが生まれつつある。

（2）ジェリコにおける国内観光客の動向

ジェリコを訪れる国内観光客数は伸び悩んでいる。豊富なプール施設、遊園地、ケーブ

ルカー体験、解放的な自然等の存在から、従来、家族旅行、学校遠足にとっての国内第 1 の

目的地としての地位を確保してきたが、過去 2 年来、その様相が一変している。ナブルス、

ジェニン、トゥルカレムという北部地区への国内観光客が急増し、ジェリコはその後塵を拝

している。これはトゥルカレムなどで最新型のアトラクションを有した遊園地が続々とオー

プンしているためである。このため、ジェリコが劣勢を挽回するためには、ウォータースラ

イダーや流れるプールを設置し、レストラン、スポーツ施設を備えた、より魅力的な最新の

プールコンプレックスが必要であるという声も旅行業者のなかから挙がっている。

（3）近隣地域における外国人・国内観光客の動向

1）　ベツレヘム

外国人観光客到着数が 2010 年で 100 万人を超え、2011 年には 1,045,382 人を記録してい

る。宿泊数も 2011 年で 589,360 泊に達している。このため、ホテルの新設、リノベーショ

ンが続いている。商工会議所によれば、主要ホテルの年間平均客室利用率は 70％に達し

ており、3 月末～ 5 月、9 ～ 11 月のハイシーズンは満室状態が続いている。

ベツレヘム観光の問題点としては、観光客の行動が聖誕教会に集中しており、市内での

滞在時間が短いことが指摘されている。来訪外国人観光客の 2 割程度は個人客と商工会議

所も推測しており、ホームステイ、特殊ツアーの手配で実績を重ねている代替的観光グ

ループ（Alternative Tourism Group：ATG）等との協力により、市内の小博物館、郊外の農村、

ソロモンのプール、Mar Saba 僧院等の訪問サイトの多様化とそれに伴う滞在時間の延長を
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図ることが期待される。

2）　ヘブロン

昨年（2011）に外国人観光客到着数が 4 倍強も増大している。アラブ系イスラエル人によ

る来訪が増加している可能性が高いがと推察されるものの、データは入手できていない。観

光的にはアブラハムの棺を納める Al-Haram al-Ibrahimi 僧院は集客力を期待できる資源であ

り、その他市内、郊外に旧約聖書にまつわるサイト、遺跡が多い。またガラス製品、陶器な

どの観光客の関心を呼べる伝統工芸品が豊富である。

3）　ナブルス

国内観光客到着数の大きさが注目される。2011 年にはトゥルカレムに次いで 439,571 人の

国内観光客を迎えている。市内中心部での観光案内所の開設など、行政サイドも観光客の受

入れに対して積極的である。重要な商業都市で、他地域からのバスの便もあり、観光警察に

よれば、商用のほか、会議や催し物参加目的等の来訪者も多くなっている。観光振興に向け

て、旧市街の見学ルートを選定し、コース（道路・ファサードの補修・美化・清掃、花壇、

夜間照明、電線・放置物・不適当な看板・雑草等の除去）、案内施設（ビジターセンター、

案内標識、英語による説明ボード、ローカルガイド）、休息施設（ベンチ・東屋・テラス）、

その他施設（公共トイレ、警報装置等）等の優先的な整備が必要と考えられる。

4）　ラマッラ

ラマッラについては、外国人観光客、国内観光客とも順調な増加を続けている。国内観光

的にはショッピング、グルメ、文化イベントなど都市観光型の観光振興、外国人観光につい

ては、ホテル、会議展示施設等の都市機能を生かした MICE 市場の開拓が望まれる。

２－３　観光関連組織の実施体制

本調査では、フェーズ 2 を実施する際に関係してくると想定される民間分野の事業者を訪

問し、その組織や事業概要を確認した（MOTA、ジェリコ市役所及び他支援地域候補につい

ては、「第３章　プロジェクトの基本計画」の「３－２　実施機関の概要」を参照）。

（1）聖地入場ツアー・オペレーター協会（HLITOA）

同協会は、インバウンド（外国人観光客取扱い）ランドオペレーター会社の経営者や設立

者によって構成されている。そのため、インバウンド市場を念頭に置いた観光客誘致と観光

インフラ整備（ホテル、公園、駐車場等）を目的として活動している。同協会によれば、会

員の会社はパレスチナのみならず、イスラエルを含め、すべての地域でオペレーションが可

能であり、観光ルートとしては、イスラエル、パレスチナ、ヨルダン、エジプトに拡がって

いる。そのため、会員の支店は、空港内にも設置されている。

同協会は、従来の欧州市場のみならず、東欧や日本を含む東アジア市場、ブラジルなどの

南米市場をこれからの重要市場と考えている。他の観光関連機関との関係において、行政機

関の官僚主義に懸念を表明している一方、後述するアラブ・ホテル協会（AHA）とはパー

トナーとして覚書（Memorandum of Understanding：MOU）を締結し、業務の円滑化を図って
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いる。

（2）アラブ・ホテル協会（AHA）

パレスチナにある 70 のホテルが加盟しており、そのうち、50 のホテルが常任メンバーと

なっている。そのほか、ゲストハウスなどの宿泊施設や、巡礼者向けの宗教施設がメンバー

となっている。ホテル業界のマーケティングとしては、国内旅客、巡礼者、Health Tourism
といったターゲット特定型で実施している。イスラエル側同業者との競争は激しく、市民

社会、CBT にも目を向け、観光と農村開発（観光客とコミュニティ）を結びつけるような

取り組みも重点分野としている
3
。その他の観光事業者との関係として、レストラン、交通機

関、土産物開発事業者とのネットワークを重視している。また、イスラエル側のツアー・オ

ペレーターともビジネス関係をもっている。

（3）パレスチナ観光旅行協会（PSTTA）

同協会は、パレスチナのあらゆる種類の業務（インバウンド、アウトバウンド、ドメス

ティック、チケッティング）にかかわる観光、旅行代理店 47 社が参加し、2008 年に設立さ

れた。HLITOA と違い、国内の旅行者も扱っている。業務としては、3 カ月ごとに、観光客、

観光事業者向けに雑誌（英語版のみ）を発行している。本プロジェクトへのかかわり方とし

て、1 日用のプログラムや学童向けの旅行のセットアップ、そのためのワークショップの開

催などが提案された。

（4）代替的観光グループ（ATG）

1995 年に設立され、事業を開始した。現在、史跡訪問、ハイキング、ホームステイ（ベ

ツレヘム、ヘブロン、ナブルスで実施）、オリーブ実の収穫、植樹などを含んだ観光プログ

ラムを提供している。基本的な 3 種類のツアープログラムを用意しているが、顧客からのリ

クエストによるオーダーメイドで、観光プログラムを形成する。同社のプログラムには、年

間 2,500 ～ 3,000 人の利用実績あり、そのほとんどは、グループ客である。

ホームステイ・プログラムは、地域住民の観光分野への巻き込みを目的として、1998 年

に開始された。同プログラムによって、一般家庭が、観光から直接的に収入を得ることがで

きる。ベツレヘムでは、事業資金は、UNDP の日本基金を活用し、30 戸からスタートした

が、現在は 100 戸まで増加している
4
。

観光プログラム以外の業務として、観光事業者と観光客に対する活動の指針・規範とし

て、2008 年に“Code of conduct in Palestine”を、他の観光事業者、MOTA との協力で作成した。

また、現在、2 種類の調査、すなわち、①観光分野における独占状況と②観光関連法規の現

状に関する調査を行っており、成果品は、本プロジェクトと共有する旨、説明があった。

3
　同協会の会長は、JHTC のメンバーである NEPTO の代表も務めている。

4
　 ホームステイ・プログラムの予約は、130 のグループからなる、ATG のネットワークを通じて行われる。これらのグループは、

NGO やツアーリーダー等である。予約客は、主に口コミを通じて、当該プログラムに申し込んでいる。利用客のほとんどは、外

国人である。
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（5）Beit Sahour バス会社

同社は、ベツレヘムを本拠に、観光バス、公共バスの運行を行っている。ベツレヘムか

らジェリコへのルートは、同社が、金曜日を除き、1 日 1 往復の便を運行している〔片道 16 
NIS、約 320 円）〕。また、現在、ベツレヘムとエルサレムを直通するバスルートは無い（1987
年までは、1 日 14 往復のバスがあった）。インティファーダ以降、イスラエルがバス事業者

のライセンスを制限しており、パレスチナナンバーや、同 ID 保持者は、エルサレムに入れ

なくなった。バスの乗客がチェックポイントを通過する場合、いったん、バスを降車し、徒

歩でチェックポイント通過後、タクシーなどに乗り換えて目的地へ向かう状況となってい

る。

ベツレヘムとジェリコ間のバスルートに関して、これまで一般客が対象で、特に観光客向

けに情報を告知してこなかった。ただし、十分な数の乗客があれば、別に上記ルートを走ら

せることも可能（大型バスは 25 人以上、ミニバスは 10 ～ 15 人程度）であり、貸切りバス

の運行も可能である。ジェリコの TIC に、バスルートや時刻などの情報を提示することは

可能である旨、説明があった。

（6）ジェリコ商工会議所

ジェリコ商工会議所には、現在 50 の観光関連事業者が加盟している。観光関連業者とし

ては、レストラン 20 店舗、土産物 14 店舗、レンタカー 3 店舗、ホテル 2 つが含まれる。

ベツレヘムのような研修施設はないが、加盟事業者対象の外国語研修等を行っている。

フェーズ 1 で育成した 8 名のローカルガイドについて、商工会議所からコンタクトを図った

ことはあるが、これまで彼らと連携した活動は実現していない。

２－４　他ドナー、NGO 等関連機関の活動

パレスチナの観光分野における他ドナー等の支援事業は、国際連合教育科学文化機関（United 
Nations Educational, Scientific and Cultural Organization：UNESCO）など、主に遺跡の修復、保存を

対象に実施されている。そのため、観光振興そのものに特化したドナーは特にないことから、本

プロジェクトと実施上の重複はない。各ドナーの事業について、実施中のものを表２－６に、完

了したものを表２－７に示す。

表２－６　他ドナーの支援事業（実施中）

実施機関 事　　業

UNESCO
テル・バラータ文化人類公園（科学研究、保存、サイト管理）

ベツレヘム平和センターの地下博物館（フェーズ 4）（延期中）

スペイン国際協力庁

（Agencia Española de 
Cooperación Internacional 
para el Desarrollo ：AECID）

MDG 文化開発プログラム

観光セクター強化によるジェニン / ギルボアの協力促進

国際観光フェア FITUR 2011 におけるパレスチナ観光セクターの

促進

出所：Data Collection Survey on Assistance Approach in Palestine（Final Report）



－ 14 －

表２－７　他ドナーの支援事業（完了）

実施機関 事　　業

UNESCO

地下博物館

定期文化プログラム資金 35/C5

世界遺産

ヨーロッパ連合

（European Union：EU）
建築遺産の保護機関強化

AECID
パレスチナの国際観光フェア FITUR 2008 への参加

パレスチナの国際観光フェア FITUR 2009 への参加

チェコ

（Czech Development 
Agency：CzDA）

カスルヒシャム文化人類公園のモザイク保護（第 1 フェーズ）

オランダ（Netherlands 
Development Cooperation：
NDC）

RAM Riwaq Hajjah PRCS センター

バラータのプロポーザル作成

ノルウェー代表部 地下博物館

出所：Data Collection Survey on Assistance Approach in Palestine（Final Report）

表２－６、２－７のほか、現在、米国国際開発庁（USAID）が、観光と遺跡修復事業を計画（コ

ンセプト段階）しているとの情報が得られている。
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第３章　プロジェクトの基本計画

３－１　プロジェクトの実施体制

本プロジェクトの実施体制は、中央レベルにおけるプロジェクト全体の管理に関する活動

と、成果 2 ～ 5 の各成果に設置されたワーキングループ（Working Group：WG）での活動に

大別される。

（1）中央レベルにおけるプロジェクト全体の管理に関する活動

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）を上位組織として、プロジェクト全

般の監督と進捗確認を行う。具体的には年次計画の承認、進捗状況のレビュー、プロジェク

トのモニタリングや評価の実施、プロジェクト実施中に生じた主要議題に係る意見交換を

行うための委員会である。パレスチナ側関係者として MOTA、MOPAD、ジェリコ市役所が、

日本側関係者として専門家、JICA パレスチナ事務所が同委員会のメンバー（在イスラエル

日本大使館（対パレスチナ暫定自治政府日本国政府代表事務所）はオブザーバー）であり、

年 2 回開催予定である。

（2）成果 2 ～ 5 の各成果に設置された WG での活動

WG は、成果 2 ～成果 5 の各成果に設けられ、活動の承認、進捗状況のレビュー、各成果

のモニタリングや評価の実施、プロジェクト実施中に生じた主要議題に係る意見交換を行う

ためのグループである。各成果につき官民双方から WG リーダーが選出されることになっ

ている。R/D での確認事項は表３－１のとおり。

表３－１　R/D での確認事項

成果 官側 民側 開催回数（最低）

成果 2 Marketing Dep., MOTA AHA 4 回 / 年

成果 3
ジェリコ市役所

MOTA ジェリコ支局
未定 4 回 / 年

成果 4 Sites Deve. Dep., MOTA 未定 2 回 / 年

成果 5 Investment Dep., MOTA 未定 2 回 / 年
出所：著者

表３－１の開催回数とは、公式な WG の開催回数であり、定期的に関係者が集まって協議す

る場は必要に応じて設けられる予定である。

なお、成果 2 の WG については、JHTC がその任を担うこととなる。

３－２　実施機関の概要

（1）観光・遺跡庁（MOTA）

本プロジェクトの実施機関である MOTA に関して、本調査では 2009 年 6 月に作成された

同省の組織図を入手した（別紙 1「MOTA 組織図」を参照）。
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MOTA は、大きく分けて、以下の表３－２のとおり、大臣、副大臣以下、8 局（各地域事

務所含む）によって構成されている。これらの局は、副大臣以下、観光担当次官補、遺跡・

文化史跡担当次官補によって統括される。

表３－２　MOTA の主要部局

局 部　課

観光担当次官補統括

事務・財務局 財務課*、事務課*、コンピュータ課 *、人材開発課

観光履歴ライセンス局 監査課（南部、北部）、ライセンス課 *

マーケティング・観光

情報局

観光啓発課*、情報資材課、プロモーション課、国内観光課*、観光

案内所課

観光サービス局 観光クラフト課、活動課、人材資源課 *、投資プロジェクト課

遺跡・文化遺産担当次官補統括

国家登録・更新局 登録課、目録課*、貯蓄課、出版・公表課

敷地管理・修復局 維持・修繕課*、遺跡管理課、遺跡開発課、設計課

博物館・保全技術・発

掘局

試掘・調査課*、博物館管理課、博物館業務開発課、無機材料課*、
有機材料課、保存・手当課

保全局（地域事務所）

ラマッラ・ジェリコ事務所、カルクェリア・トゥルカム・サル

フィート事務所、ナブルス事務所、ジェニン・トゥバス事務所、

カーンユニス・ラッファ事務所、ガザ・デールアルバラー事務所、

ヘブロン・ドーラ事務所、ベツレヘム・エルサレム事務所

* ガザ地区にも部局（課）を設置。

出典：MOTA（2009 年 6 月作成）

（2）ジェリコ

ジェリコ市役所は、農業開発と観光振興を重点分野としている。フェーズ 1 において、

ジェリコ市の中心地に TIC が設置された。同 TIC は、2012 年 4 月下旬に正式に業務を開始

しており、本調査実施時点で、33 カ国から計 425 名の来訪者があり、来訪者には、地図の

提供、遺跡の紹介、訪問先の方向案内、宿泊施設の紹介、銀行 ATM や為替の案内、レンタ

カー紹介、ツアーガイドへのコンタクトなどを行っている。民間事業者からは、ホテルなど

の料金提示などの情報提供が行われている。

ジェリコ市役所は、組織改編を実施し、観光担当部門を設置する意向である。現在、地方

自治省に認可を申請しており、TIC の管理運営は同部門が行う予定である。今般、同市役所

の組織図、予算計画については、入手ができなかった。

（3）支援候補の他地域

ジェリコ以外に、ヘブロン、ベツレヘム、ラマッラ・アルビーレ、ナブルス、トゥルカレ

ムを支援対象地域とすることを、MOTA は強く希望している。これら 5 地域は、パレスチナ

内の主要な観光資源を有する地域であるとともに、以下に示すとおり、各地域固有の特徴を

有しており、モデルとして選定することが適切と考えられる。
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ただし、ジェリコについてはプロジェクトで中心的に支援を行い、ジェリコ以外の他地域

については、主にパレスチナ側の強いイニシアティブ（本邦専門家による部分的な活動支

援）によって活動を推進することを MOTA 側と確認した。

1）　ヘブロン

アブラハムモスクなどを有し、巡礼のデスティネーションとなるほか、ハンディクラフ

トが盛んであり、商業観光の目的地として高いポテンシャルを有している。

2）　ベツレヘム

世界遺産であるイエス・キリストの生誕教会を中心に、各国から観光客が集まるパレス

チナで最も発展した観光都市である。

3）　ラマッラ・アルビーレ

主要な官公庁が集まっており、現代文化の中心地である。市内にはホテル・レストラン

やカフェ・ショップも多い。ラマッラは、パレスチナの中心部に位置し、各都市へのワン

デートリップが可能な位置にある。

4）　ナブルス

テルバラーター、ヤコブの井戸、旧市街、ハマム（ターキシュバス）などの観光資源を

有し、巡礼のデスティネーションとなるほか、800 年の歴史をもつオリーブソープ工場な

ど、産業観光遺産としても注目できる。

5）　トゥルカレム

年間 30 万人の入場者を誇る遊園地「メガランド」があり、国内旅行者のデスティネー

ションとして栄えている。

上記 5 都市のうち、本調査において市役所を訪問、聞き取り調査を行ったヘブロン及び

ナブルスの関連情報は以下のとおり。

①　ヘブロン

フェーズ 1 実施時に、ジェリコの JHTC に触発されて、2010 年に Hebron Heritage 
Tourism Committee（HHTC）が設立された。HHTC は、初年度は 2 週間ごとに会合を開

催していたが、2 年目以降は活動自体が停滞している。他方、ヘブロン県庁では、昨年

（2011）、23 ある県庁傘下のコミッティの 1 つとして、観光コミッティを設立した。現

在、コミッティの活動計画の策定、観光ニーズの把握、史跡の改修や修繕
5
、すべての観

光にかかわる課題を扱うことを目的として、月 1 回以上の会合を開催している。

観光地図は、ヘブロン市役所が作成しており、また、市内の観光サインボードの設

置も進められている。今後の観光振興のあり方として、観光案内所の設置、サイン

ボードの設置、土産物を製造する事業者向けの研修、ワークショップ、バザールの開

催などを検討している。また、旧市街の修復は、ヘブロン史跡修繕コミッティ（Hebron 
Rehabilitation Committee）6

が、長年、取り組んできている。

5
　 ヘブロンには、495 カ所の史跡が存在しているが、イスラエルの分断策によって、旧市街が分割され商店の多く（500 店舗）が閉

店、イスラエルからのパッケージツアーの対象からも外れている。
6
　 同コミッティは、1996 年に設立され、破壊された旧市街や史跡の修繕、住民への社会福祉の提供などの活動を、多くのドナーの

支援で行っている。
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②　ナブルス

ナブルス市役所では、すべての行政分野において、コミッティを設置している。観

光、同市の優先分野であり、戦略計画を策定している。2012 年上半期の同市への訪問

者数は、222,000 人（うち、国内観光客 15,000 人程度）で、会議や催し物などのビジネ

ス目的による来訪が主となっている。

同市中心部に、観光 TICを設置し、2カ月前に業務を開始したが、現地観光ガイドは、

1 名のみとなっている。同市内では、5 ～ 10 の観光事業者が営業を行っている。同市

役所では、女性グループによる観光商品となるハンドクラフトの製造販売を支援して

おり、市役所に隣接する商業ビル内に、店舗を用意して展示販売を行っている。また、

UNESCO の協力を得て、2008 年より市内の史跡の修繕に力を入れている。

３－３　実施機関の予算

MOTA の「観光開発戦略 2011 ～ 2013」では、戦略目標として、「高品質な観光商品の創出」、「独

立した独自の観光目的地としてのパレスチナのマーケティング」、「効果的な史跡・文化遺産の保

存」の 3 つの戦略目標が掲げられている。その概要及び予算額は、表３－３のとおり（詳細は、

別紙 2 の「2011 ～ 2013 年戦略予算」参照）。

表３－３　2011 ～ 2013 年戦略予算

戦略目標及び主要政策 予算額（割合）

1.　高品質な観光商品の創出

（1）観光客受入れ可能な観光施設の開発

（2）観光分野の関連法令、規則の再検討

（3）観光パッケージの創造と開発

$59,122（26％）

2.　独立した独自の観光目的地としてのパレスチナのマーケティング

（1）独立した観光目的地としての国際観光地図へのパレスチナの挿入

（2）観光分野の制度の効率と効果の改善

（3）投資環境の創出と観光とサービスへの投資促進

$86,210（39％）

3.　効果的な史跡・文化遺産の保存

（1）効果的な文化史跡の保存方法の創出

（2）文化史跡サイトの効果的な修復と管理

（3）文化史跡分野の開発と活性化

$78,000（35％）

合計 $221,060（100％）

出所：MOTA 2011 ～ 2013 年戦略予算

上述した 3 つの戦略目標のうち、本プロジェクトと主に関連があるのは、１．「高品質な観光

商品の創出」と２．「独立した独自の観光目的地としてのパレスチナのマーケティング」であ

り、予算額においては、それぞれ全体の 26％と 39％を占めている。これらの合計は 65％となり、

MOTA の戦略計画において、重要な位置を占めているといえる。
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３－４　協力内容に関する調査結果概要（PDM の概要）

（1）上位目標及びプロジェクト目標

プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標とそれぞれの達成時の指標は、表３－４の

とおりである。

表３－４　上位目標及びプロジェクト目標とその指標

プロジェクト要約 指　　標

上位目標 プロジェクトで確立

された観光振興の手

法がパレスチナにお

いて活発に実施され、

それらの地域で開発

された各観光スポッ

ト へ の 訪 問 者 が 増

加し、地元コミュニ

ティに裨益がもたら

される。

指 標 1：プロジェクトで確立された観光振興の手法に基づ

き、XX 地域において同手法を踏まえた観光戦略、アク

ション・プランが策定または改訂され、活動が開始また

は前のアクション・プランから継続して実施される。

指 標 2：開発された各観光スポットを訪問する観光客数が

XX％増加する。

指 標 3：観光客が滞在期間中に訪問するパレスチナの観光

スポット数が XX％増加する。

指 標 4：上記アクション・プランの活動に参画している人

のうち、XX％が同活動から便益を感じている。

プロジェクト

目標

パレスチナにおいて

CBT に留意した観光

振興の手法が確立さ

れる。

指 標 1：MOTA において、プロジェクトによって確立され

た CBT に留意した観光振興の活動及び普及方法が観光

戦略・アクション・プランにおいて明文化される。

指 標 2：ジェリコにおいて、アクション・プランに記載さ

れている XX 項目の CBT 活動が継続される。

指 標 3：パレスチナにおいて、アクション・プランに記載

されている XX 項目のプロモーション活動が継続される。

出所：著者

（2）成果

本プロジェクトでは、5 つの成果を設定している。その成果とそれぞれの達成時の指標

は、以下の表３－５のとおりである。

表３－５　各成果とその指標

プロジェクト要約 指　標

成果 1 パレスチナのコミュニティに広く裨

益するための観光振興の課題が明ら

かにされる。

1. 観光開発の課題が、活動 1.3 のワークショップ

実施や協議を通じて、参加者間で共有される。

成果 2 パレスチナ全体に関する観光プロ

モーションが実施される。

2-1. 観光プロモーションに関するアクション・プ

ランが改訂される。

2-2. プロモーション活動が XX 項目実施される。

成果 3 ジェリコにおいて、官民連携による

持続的な CBT 活動が実施される。

3-1. CBT に留意した観光戦略、アクション・プラ

ン見直しのための JHTC 会合が、四半期に一度、

開催される。

3-2. アクション・プランに記載されている CBT 活

動が XX 項目開始される。
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成果 4 ジェリコの CBT による観光開発の経

験が、他地域において活用される。

4-1. 他地域において、CBT に留意した観光振興を

実施するための観光戦略やアクション・プラン

が明文化される。

4-2. 他地域において、同アクション・プランに基

づいた活動の一部がパイロット的に開始され

る。

成果 5 近隣諸国（ヨルダン国、イスラエル

国、エジプト国等）との間で、観光

開発における連携協力が促進される。

5. 近隣諸国との、今後の連携のあり方、方向性に

関する提言を含んだ報告書が MOTA により策

定される。

出所：著者

（3）プロジェクト協力期間

本プロジェクトの協力期間は、3 カ年の予定である。

（4）裨益者

本プロジェクトの直接的な裨益者は、C/P 機関である MOTA 職員や、ジェリコ及び他地域

で活動に参加する行政職員や観光部の民間事業者である。また、間接受益者は、ジェリコ及

び他地域の住民となる。

（5）日本側投入

日本側の投入は、以下のとおり、専門家の派遣、ローカルコンサルタントの雇用、機材供

与、本邦及び第三国研修、現地業務費負担等である。

1）　専門家派遣（想定分野）

・�総括 / 観光マーケティング

・�観光プロモーション

・�CBT
・�業務調整 /CBT 補助

・�短期専門家：必要に応じて

2）　ローカルコンサルタント雇用（必要に応じて）

3）　機材供与（車両）、事務用機器等、その他必要に応じて）

4）　本邦及び第三国研修（エジプト、ヨルダン等）

5） 　現地業務費負担（基礎調査及び訪問客調査、ワークショップ、現地研修、プロモーショ

ン等の活動にかかる経費）

（6）パレスチナ側投入

パレスチナ側の投入は、MOTA における C/P の配置、プロジェクト事務所となる執務ス

ペースの提供、ローカルコストの負担等である。

1） 　カウンターパートの配置（MOTA 職員）

2） 　プロジェクト事務所の提供（MOTA 内及び関連施設への日本人専門家の活動に必要な執

務スペース及び設備の提供）
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3） 　ローカルコスト負担（スタッフの給与 / 日当、燃料、交通費、光熱費などプロジェクト

活動に必要な経常経費）

（7）外部条件

本プロジェクトの各過程における、前提条件、外部条件は以下の表３－６のとおりであ

る。

表３－６　外部条件（前提条件含む）

各過程 外部条件等

前提条件 ・ パレスチナの治安状況が悪化しない。

・ パレスチナ自治区への観光客の立入りが制限されない（イスラエル政府の

占領政策）。

・ プロジェクトの人員（C/P 及び WG メンバー）及び予算が適切に配置される。

成果達成のための

外部条件

・ 観光分野の民間事業者が、プロジェクトに対する関心を維持する。

・ ジェリコの地域住民がプロジェクトに対する関心を維持する。

・ MOTA の CBT 導入に係る政策・方針が変らない。

プロジェクト目標

のための外部条件

・ 国際及び国内の観光市場が現状より悪化しない。

・ パレスチナの治安状況が悪化しない。

上位目標のための

外部条件

・ パレスチナ政府の観光政策が変化しない。

出所：著者
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第４章　プロジェクトの実施妥当性

４－１　5 項目評価

（1）妥当性

本プロジェクトの妥当性について、当該国政府の政策や対象地域におけるニーズとの一

致、日本側の援助政策及び JICA 技術協力支援における位置づけに対し、その上位目標及び

プロジェクト目標やプロジェクト・アプローチとしての妥当性等の観点から以下のとおり検

証を行った。

その結果、本プロジェクト実施の妥当性は高い。

1）　パレスチナ自治政府政策

パレスチナ自治政府の「国家開発計画 2011 ～ 2013」において、観光は経済セクター戦

略のなかに位置づけられており、観光情報センターの設立、遺跡の保存・修復、国内外の

市場をターゲットとした産品やサービスの競争力強化、豊富な遺跡資源のプロモーション

活動に係る重要性が謳われている。また、MOTA の「観光開発戦略 2011 ～ 2013」におい

ては、既述のとおり、戦略目標として、1）高品質な観光商品、2）独立した独自の観光目

的地としてのパレスチナのマーケティング、3）効果的な史跡・文化遺産の保存が掲げら

れている。同戦略目標はそれぞれ、3 つの政策によって支えられており、合計 29 の事業

が実施されている。

本プロジェクトは、パレスチナにおける観光振興の課題を明らかにし、観光プロモー

ションの強化、近隣諸国との連携を行うとともに、ジェリコ及び周辺地域において、CBT
に留意した観光開発を実施し、パレスチナにおける観光振興手法の確立を図り、同手法が

パレスチナの各地域で活発に実施されることを通じて、パレスチナへの観光客の増加に寄

与することを目的としている。その内容は、上述の MOTA の戦略目標の 1）及び 2）と合

致している。

2）　対象地域におけるニーズ

パレスチナは、ベツレヘム、ジェリコ、エルサレム等の豊富な観光資源を有しており、

2000 年 9 月に勃発した第 2 次インティファーダ（イスラエル国のパレスチナ軍事占領に

対する民衆蜂起）以前は観光業が GDP の 11％を占めていた。ジェリコは、世界最古の都

市遺跡を有し、かつ、500 カ所以上の豊富な文化遺跡が存在している。同市への観光客

は、第 2 次インティファーダ以降は減少したものの、2005 年には 10 万人程度、2010 年に

は 100 万人に増加した。

同市役所は、農業開発とともに観光振興を重視しているが、その課題として、従来か

ら、観光資源としての文化遺産の活用、土産物・観光産品の開発不足、観光情報の発信不

足が挙げられている。同市では、フェーズ 1 において、サイネージの設置、ハチミツやモ

ザイク商品の開発支援、バザールや展示会の開催、ローカルガイドツアーや料理人に対す

る研修、観光情報の発信を目的とした TIC の設置、観光地図の作成、ジェリコの歴史を

紹介するための本の作成など、観光客の受入れ態勢の整備を図ってきた。しかし、観光客

の受入れ状況の多様化や、地域住民全体の啓発を含んだ CBT の本格的な実践を行うには、

更なる技術協力が必要とされている。
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また、ジェリコ以外で、CBT の導入対象として検討されているヘブロン、ベツレヘム、

ナブロス等の地域では、歴史的な文化遺産や旧市街を抱え、伝統的な工芸品が豊富であ

るなど観光目的地とし、実績をもつとともに、かつ、その潜在力は高い。しかしながら、

ジェリコ同様に、観光客の特定目的地への集中、短い滞在時間など、ジェリコ同様の問題

を抱えている。本調査において、これらの地域でも観光振興を重視しており、「CBT 導入

による課題解決に向けた要望が強い」ということが確認された。

3）　日本側の援助政策及び JICA 技術協力支援

日本政府は、2010 年の日本・パレスチナ・ハイレベル協議において、中小企業・輸出

促進、農業、観光、地方行政、財政、上下水道、保健の 7 分野を今後 3 年間の重点分野と

することを合意した。また、その際には、日本が 2006 年に策定した、日本、イスラエル、

パレスチナ及びヨルダンの 4 カ国の域内協力を通じて、ヨルダン渓谷の経済開発を進める

「平和と繁栄の回廊」構想を推進することも確認された。

本プロジェクトは、フェーズ 1 と同様、JICA の対パレスチナの援助重点分野の 1 つで

ある「経済成長促進」の「経済開発」の「観光開発プログラム」の一事業として、位置づ

けられている。観光開発プログラムでは、世界最古の都市とされるジェリコをモデル地域

とし、観光街づくりを推進する体制及び一部インフラの整備をめざすこととしている。観

光分野は、農業とともに、ヨルダン渓谷において高い開発潜在性をもち、歴史的な遺産の

有効活用と観光客の誘致が期待されている。本プロジェクトは、日本政府の重点分野に一

致するとともに、中長期的な取り組みである「平和と繁栄の回廊」の具体化にも貢献する

こととなる。

4）　対象地選定の妥当性

今回、プロジェクト対象地として、ジェリコ以外に、ヘブロン、ベツレヘム、ラマッ

ラ・アルビーレ、ナブルス、トゥルカレムを検討している。既述のとおり、主要な観光地

であるとともに、各地域に固有の特徴（ヘブロン：宗教遺産、商業観光、ベツレヘム：世

界遺産、ラマッラ・アルビーレ：現代文化、ナブルス：歴史遺産、産業観光遺産、トゥル

カレム：国内観光客向け）があり、モデル地域として選定する意義がある。

（2）有効性

観光は、パレスチナ経済と社会において、大きな役割を果たしている。他方、観光振興の

あり方として、現状では、マスツーリズムによる一部の観光目的地への観光客の集中や、そ

の短い滞在日数、観光地側の情報発信不足など、さまざまな課題がある。フェーズ 1 におい

て、ジェリコで導入された官民連携の CBT は、観光目的地の分散、観光事業への参入者の

増加、多様な観光サービスの提供、観光客受入れに係る住民の意識向上など、上述の課題を

解決し、新たな観光振興の手法を提供するものととらえられている。

本プロジェクトでは、CBT に留意した観光振興が、将来的に MOTA を通じて、パレスチ

ナの多くの地域で展開されることを念頭に、成果を構成している。プロジェクト目標の達成

は、C/P 機関である MOTA や他の関係者が、パレスチナにおける CBT の導入と実践の経験

を蓄積するとともに、国内外へのプロモーションや、近隣諸国との課題解決のための関係性

の向上など、パレスチナの観光分野の課題に対処するものとなっている。このような観点か

ら、本プロジェクトは、パレスチナの観光振興を進めるうえでの課題解決の有効性は高いと
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いえる。

1）　本プロジェクトのアプローチ

MOTA では、ジェリコにおいて導入された、CBT に留意した観光振興を「ナショナル観

光モデル」として発展させたいと考えており、最終的に、パレスチナ全土での導入を念頭に

おいている。本プロジェクトの目標は、パレスチナにおいて CBT に留意した観光振興の手

法が確立されることであり、対象地であるジェリコ及び他地域でのパイロット活動は、本プ

ロジェクトの対象地も含むパレスチナ全域において CBT に留意した観光振興を展開するた

めの一里塚と位置づけられる。

本プロジェクトの上位目標は、CBT の各地域での導入によって、「プロジェクトで確立さ

れた観光振興の手法がパレスチナにおいて活発に実施され、それらの地域で開発された各観

光スポットへの訪問者が増加し、地元コミュニティに裨益がもたらされる」こととしてい

る。上位目標を達成するために必要なプロセスとして、ジェリコでの CBT に留意した観光

振興の十分な実践及び他都市における同手法の導入を掲げている。

このような方向性から、5 つの成果は、将来的に、パレスチナ全土に CBT に留意した観

光振興手法を導入、展開していくために、広域にわたる観光分野の課題に、1 つひとつ対処

していく内容となっている。

成 果 1：パレスチナにおいて、コミュニティに広く裨益するための観光振興の課題を明らか

にする。

成 果 2：ジェリコ、他地域を含め、パレスチナ全体の観光情報を発信するためのプロモー

ション活動を国内外で展開し、観光需要を喚起する。

成 果 3：ジェリコを対象に、フェーズ 1 で形成された CBT の基礎を引継ぎ、地域住民や民

間分野の参画を得て、CBT の充実した展開を図る。

成 果 4：ジェリコのみならず、他地域が、CBT の導入、展開するための支援を行う。

成 果 5：ヨルダン、イスラエル、エジプトなどの近隣諸国における観光振興への取組みにつ

いて、課題を共有し、その解決策を検討するなど、相互の連携やネットワーク形成を図

る。

本プロジェクトでは、MOTA による、CBT に留意した観光振興の将来的な広域展開を念

頭に、プロジェクトを通じて、必要な実践を行い、総合的な MOTA の能力開発を行うよう

なアプローチといえる。

2）　本プロジェクトの有効性に係る留意点

本プロジェクト活動及びその成果は、パレスチナの国内外での観光プロモーションか

ら、CBT 活動のジェリコでの実践と他の地域での導入、そして、近隣諸国との関係性強

化と、さまざまな方向性をもっている。また、各活動には、MOTA のみならず、ジェリコ

市などの自治体や、観光分野の民間事業者や協会などの団体、NGO、地域住民など、多

くの関係者が参加する。

本プロジェクトは、このような多様で多彩な活動とその結果を、CBT に留意した観光

振興手法の確立のために集約し、MOTA の内部で経験値としていかに蓄積していくかを、

十分に留意することが、重要である。
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（3）効率性

本プロジェクトの実施体制は、既述のとおり、中央レベルにおけるプロジェクト全体の

管理に関する活動と、成果 2 ～ 5 の各成果に設置された WG での活動に大別される。また、

各成果につき官民双方から WG リーダーが選出されることとなっている。

成果ごとに、活動内容やその参加者、関係者は大きく異なっていることから、それぞれの

適切な管理運営が必要であり、かつ、中央レベルからのバックアップが、プロジェクト全体

の効率的な実施にかかわってくるといえる。各成果の達成における留意事項は、以下のとお

りである。

成 果 1：パレスチナの観光セクターの現状と訪問客のニーズを、ベースライン調査や訪問客

調査によって、正確に把握する。成果 2 ～ 4 に係る活動実施において、同調査がベースと

なるところ、幅広く情報を収集し、適切に分析することが重要となる。

成 果 2：国内外へのパレスチナの観光プロモーション活動をロードショーや、展示などを通

じて行う。多角的に展開される活動において、如何に国内外の観光需要を喚起できるかが

重要となる。

成 果 3：ジェリコにおいて、フェーズ 1 で形成された JHTC を中心に活動が実施される。

CBT の実践において、住民への啓発活動、新たな民間分野の機関や事業者の参加など、

多様な関係者がかかわることから、JHTC による活動の進捗管理とともに、関係者間の円

滑な協調と協力を維持することが必要となる。

成 果 4：ヘブロン、ナブルス等の支援対象都市では、既に活動の受け皿となる県や市傘下の

観光コミッティが組織されている。また、観光案内所や地図等の観光配布資料なども同様

に整備されているケースが多い。本プロジェクトでは、これらの他地域への支援において

は、ジェリコと同様の内容ではなく、日本人専門家と MOTA スタッフが、各地域既存の

リソースを活用しつつ、CBT を導入していくことを側面的に支援する。そのため、対象

地で必要と思われる技術支援を、的確に実施して行くことが求められている。

成 果 5：ヨルダン国、イスラエル国、エジプト国などの近隣諸国と、ワークショップや、関

係者間の協議を通じて、観光振興への取り組みに係る課題の共有、解決策を検討するが、

その目的を明確したうえで実施することが、成果を達成するうえで重要となる。

（4）インパクト

本プロジェクトの実施によるインパクトとしては、以下にあるとおり、上位目標の達成と

その他のインパクトが掲げられる。

上位目標は、CBT の各地域での導入によって、「プロジェクトで確立された観光振興の手

法がパレスチナにおいて活発に実施され、それらの地域で開発された各観光スポットへの訪

問者が増加し、地元コミュニティに裨益がもたらされる」ことである。そのためには、ジェ

リコ及び支援対象他地域で、CBT の実施体制をしっかりと築くことや、支援対象他地域で

更に活動を活発化させるとともに、その他の地域に CBT を導入するに当たっては、MOTA
の強いオーナーシップが必要となる。

一方、その他のインパクトとして、プロジェクト対象地域外において、他の観光地・地域

で、同様な取り組みが行われることが、ポジティブなインパクトとして、期待される。
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1）　上位目標の達成予測

本プロジェクトの上位目標は CBT の各地域での導入によって、「プロジェクトで確立さ

れた観光振興の手法がパレスチナにおいて活発に実施され、それらの地域で開発された各

観光スポットへの訪問者が増加し、地元コミュニティに裨益がもたらされる 」ことであ

る。以下の表４－１のとおり、4 つの指標を定めている。

表４－１　上位目標の各指標

番号 指　　標

1
プロジェクトで確立された観光振興の手法に基づき、XX 地域において同手法を踏まえた

観光戦略、アクション・プランが策定または改訂され、活動が開始または前のアクショ

ン・プランから継続して実施される。

2 開発された各観光スポットを訪問する観光客数が XX％増加する。

3 観光客が滞在期間中に訪問するパレスチナの観光スポット数が XX％増加する。

4
上記アクション・プランの活動に参画している人のうち、XX％が同活動から便益を感じ

ている。

出所：著者

指標 1 について、第一に、本プロジェクト対象地域外において、MOTA 主導によって

CBT に留意した観光振興手法を導入していくことが想定されている。本プロジェクトの

経験を通じて、MOTA が能力開発を行うとともに、MOTA が強いオーナーシップを発揮

することが必要である。第二に、ジェリコ以外の支援対象地域において、同手法をより発

展的に実施していくことが想定されている。本プロジェクト実施期間中に CBT 導入に係

る支援までは行われるが、その本格的な実践と展開は、各地域に委ねられている。各地域

が、本プロジェクト実施時と同様に、CBT の実践において主体性を保つとともに、MOTA
による側面的な支援が不可欠といえる。

指標 2 及び指標 3 について、フェーズ 1 及び本プロジェクトを通じて CBT の導入・実

施を包括的に支援した結果が、開発された各観光スポットへの観光客の増加、観光客が滞

在期間中に訪問するパレスチナの観光スポット数の増加という形で開花することが想定さ

れている。パレスチナの治安状況にも左右されるが、観光客は年々増加傾向にあり、本プ

ロジェクト実施の結果、新たな需要の獲得とそれに対応する多様な観光サービスの提供が

可能になることで、目的地の多様化、滞在時間の増加など、さまざまな相乗効果を生むこ

とが期待される。

指標 4 について、CBT 活動に参画している人が、実際の便益を実感できることが想定

されている。外資主導の観光開発ではなく、CBT に留意した観光振興を実施することで、

地元住民が、経済的便益に加え、地元の歴史・文化への誇り、コミュニティの結束などに

ポジティブな効果を実感できることが期待される。

2）　その他のインパクト

主にポジティブな面から、以下のようなインパクトが想定される。

①　国家建設を支える観光収入の増加

恒常的な財政不足の状態にあるパレスチナ自治政府にとって、国家建設を支えるた
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めの収入増加が期待される。

②　観光市場拡大による雇用機会創出、収入向上

観光市場が拡大することで、観光関連事業における就職機会が増加するとともに、

同産業従事者の収入増加が期待される。

③　近隣諸国との連携強化（情報共有、共同ツアーの開発等）

近隣諸国との情報共有が進み、特に民間事業者同士の協調が進めば、共同ツアーの

開発も期待される。

④　観光資源整備を通じた住民による歴史・文化の共有

観光資源整備を通じて、地元住民が地元の歴史や文化の価値を再認識することが期

待される。

⑤　住民の啓発活動による史跡や文化遺産の保護促進

フェーズ 1 に、ジェリコ近辺に設置された 70 カ所の観光標識は、住民による毀損

が 1 カ所もなく、住民の遺跡に対する意識向上が示唆された。このように、住民を巻

き込んだ CBT の実施によって、ジェリコ以外の他地域でも住民意識の向上が期待で

きる。

⑥　TIC のマーケティング機能強化

ジェリコ TIC において、既述のとおり FIT 市場の存在が確認できた。

こうした統計データを活用することで、マーケティング戦略を検討することも可

能となる。TIC には、情報提供のみならず、こうしたマーケティング機能も期待でき

る。

（5）持続性

プロジェクトの効果が持続的に発展してくためには、パレスチナの観光振興の中核となる

MOTA のオーナーシップを維持するとともに、観光事業の主役を担う民間事業者の持続的な

参画が不可欠である。そのため、両者の良好な関係性の維持も重要な要素となるといえる。

1）　MOTA のオーナーシップ

ジェリコ及び支援対象他地域の活動経験とその結果を踏まえて本プロジェクトで確立す

る、CBT に留意した観光振興の手法を、他地域へ展開していく際には、MOTA のオーナー

シップが非常に重要な要素となる。MOTA のイニシアティブのもとに、同手法の展開に必

要とされる人事を含む組織的措置、予算的措置も、適宜実施されることが求められる。

2）　ジェリコ、支援対象他地域

ジェリコや支援対象他地域が、本プロジェクト終了後も、CBT 活動やプロモーション

活動を滞りなく行い、かつ、拡大していくためには、本プロジェクトの活動を通じて構築

される観光振興に向けた連携を維持することが必要である。そのためには、自治体などの

行政機関のみならず、商工会議所や旅行会社などの観光にかかわる民間事業者が、その有

用性を理解し、相互協力を継続していくことが必要となる。

４－２　貧困・ジェンダー・環境等への配慮

本プロジェクトの実施にあたって、貧困・ジェンダー・環境等への配慮について特記すべき事
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項は特にない。

４－３　過去の類似案件からの教訓の活用

フェーズ 1 において、2011 年 12 月に実施された終了時評価では、以下の 4 つの教訓が掲げら

れた。

1） 　多様な組織を構成員とした組織を設立することの困難さ。このような組織を構築するにあ

たっては、多大な労力がかかることを踏まえる必要がある。

2） 　「組織の設立」と「当該組織による活動」は、段階的に実施されるのではなく、同時進行

で実施されるべきである。

3） 　「住民参加」の前段階としての地元住民への啓発活動の重要性。

4） 　市民社会（NGO 等）による参画の重要性。

1）と 2）は、ジェリコの JHTC の組織化についての教訓である。本プロジェクトのジェリ

コ以外の支援対象地域においては、改めて組織の立ち上げをめざすのではなく、官民の関係

者が集う会議の場を活用することで、官民連携に必要な機能を担保しつつ、観光戦略やアク

ション・プランを策定し、同アクション・プランに基づく実際の活動を支援していくことが

期待される。

3）は、地元住民の協力をより効果的に得るために、まずは地域の歴史・文化に関する啓

発活動を行うことが効果的であるという教訓である。同教訓を生かすために、アクション・

プラン策定時に、住民への啓発活動を重視するよう促していく必要がある。

4）は、パレスチナにおいて、地域の観光資源を生かして幅広い活動を展開している NGO
等、市民社会の参画促進に関する教訓である。フェーズ 1 では、市民社会の十分な参画が得

られておらず、アイデアが実際のアクションに結びつくまでに、さまざまな困難があった。

同教訓を踏まえ、成果 2のWGの民側リーダーとしてNGOを迎えることになっている。ワー

クショップやアクション・プランで取り決められる各活動においては、同 NGO に加え、更

に幅広い市民社会の参画を呼び掛けていく必要がある。
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第５章　プロジェクト実施に向けた課題と提言

本章では、パレスチナにおける観光開発に関する課題を整理し、提言を述べる。

５－１　課題

（1）観光を振興する仕組み・組織体制について

JHTC の活動は、フェーズ 1 終了後、活発化していない。主たる理由は、リード役である

MOTA 次官補の人事異動であった。JHTC は、意思決定機関ではなく、観光振興活動に係る

意見交換の場であり、話合われた内容については、各関係機関が持帰り、その一部が MOTA
主導で実施されていたところ、MOTA 次官補の人事異動に伴い、活動が停止することとなっ

た。また、JHTC の活動が MOTA 次官補に依存することとなったのは、同人物の人柄・能力

によるところも大きいが、JHTC 設立がフェーズ 1 終了直前となってしまい、プロジェクト

期間中に十分な枠組みが定まらなかったことも一因である。

他地域の詳細な情報については、今後更なる調査が必要となるが、パレスチナでは一般論

として、ドナー側による活動の計画・準備・実施の請負を C/P 側が期待する（ドナーにリー

ド役を期待する）傾向が強いと言われており、結果として、C/P の人材育成や経験ノウハウ

の蓄積が進まないことがある。

（2）仕組み作りの困難さ

JHTC 設立がフェーズ 1 終了の直前となってしまったのは、別々の組織の構成員が集まり、

1 つの組織を作ることが困難であったためである。活動当初から、官民の関係者が集まって

意見交換する場は形成されていたが、具体的な活動が起こるまでには時間がかかった。

（3）地元住民の所得向上につながらない観光振興

ジェリコ訪問客がお金を落とす場所は、外資系ホテル、テル・エス・スルタンのショッピ

ングコンプレックスやケーブルカーなど、特定の場所に限られている。それゆえ、ジェリコ

観光は、地元住民の所得向上にはあまりつながっていない現状がある。こうした状況は他地

域でも問題視されている。

（4）訪問客に対するニーズ調査の不足

新規で商品やサービスを開発する際には、訪問客（需要側）のニーズを正確に把握して実

施する必要がある。他方、パレスチナにおいては、こうした調査は十分に実施されてこな

かった。フェーズ 1 のジェリコにおける活動も、CBT の導入体制整備に注力したため、事

前に十分なマーケット調査が行われたわけではなく、パイロット的に実施された各活動は、

関係者（供給側）の問題意識に基づいて展開されてきた。

５－２　提言

（1）リード役に依存しない仕組み作り

JHTC においては、各関係機関の責任範囲が明確になるような仕組み作りが求められる。

すなわち、単なる意見交換の場に終始するのではなく、「誰が、いつまでに、何をするのか」
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という段取りを関係者間で合意のうえ、各自が与えられた役割を果たすことである。そのよ

うな仕組み作りについては、本プロジェクト開始当初から意識して取り組む必要がある。

また、多くの民間事業者をメンバー企業として抱える、民間組織による積極的な参画を促

すことも重要である。経済活動の主体は民間事業者であり、本プロジェクトのアクション・

プラン実施が彼らの便益につながれば、リード役に依存しない持続的な活動の実施が期待で

きる。

（2）仕組み作りとパイロット事業のバランスのよい実施

新しい仕組みを作るのには時間がかかるため、プロジェクトの初期段階で仕組み作りに時

間をかけすぎるのではなく、仮の仕組みでパイロット事業を実施し、目に見える成果を積み

重ねながら、同活動を持続的に実施していくための仕組み作りを検討し、時間をかけて定着

させていくことが必要である。

（3）地元住民の所得向上につながるアクション・プランの策定

CBT が、より効果的に地元住民の所得向上に貢献するために、同活動の内容を、工夫す

る必要がある。例えば、既述の FIT 市場をターゲットとした活動は、FIT がツアー客に比べ

てより長期間にわたって滞在する傾向があるだけに、地元住民の所得向上に大きく貢献する

可能性を秘めている。アクション・プランを策定する際には、活動の成果が地元住民の所得

向上に効果的につながるか否か、といった観点から検討することが必要である。

（4）訪問客のニーズを踏まえたアクション・プランの実施

訪問客調査では、訪問客の国籍、性別、職業、団体 / 個人の別、期間、目的、動機、嗜

好、訪問回数、目的地、活動内容、予算、満足度、問題など、訪問客の特性を知るうえで必

要となるデータを幅広く調査・分析する必要がある。同調査を踏まえ、訪問客のニーズを正

確に把握したうえで、プロモーション活動や CBT 活動のアクション・プランを検討・実施

していく必要がある。
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第６章　総括

パレスチナは独立した国家ではなく、イスラエル国内の自治区である。例えば政府の税収を

とっても他国とは大きく異なり、観光ビザ発行などで観光客からの直接的な税収を期待すること

ができない。出入国管理もパレスチナが独自に行ってはおらず、国家としてのイスラエルが実施

している。また、セキュリティ管理についても、パレスチナ自治区の多くを占める C 地区では

民政、治安をイスラエル政府が担当しており、観光振興に関して施設・設備の建設を含む多くの

活動が制限を受けている。許可のないパレスチナ人自治区居住者はイスラエル国側へは入ること

ができず、ガイドの行動範囲も限定されてしまっている。こうした他国と大いに異なる特殊事情

を十分踏まえ、当地で観光分野のみならず支援を実施する際には、適切な内容や方法を検討する

ことが必然である。

わが国は「平和と繁栄の回廊」構想の元、さまざまな支援を実施しているが、観光振興も柱の

重点 7 分野の 1 つとして位置づけている。また、イスラエル経済からパレスチナ経済が自立化す

ることを目標に、経済自立化支援を援助重点分野に指定している。この分野において、観光開

発・都市計画改善の協力プログラムを設定しており、パレスチナにおいて本観光振興プロジェク

トはこの枠組みのなかに位置づけられ、実施されるものである。

パレスチナには宗教的な観光地が多数存在し、ベツレヘムが 2012 年に UNESCO の世界文化遺

産に指定されたように、観光地としての魅力は少なくなく、多くの外国人観光客が訪れている。

しかしながら、観光客が消費するお金はイスラエル企業に落ちており、パレスチナ経済への貢献

が少ないという課題を抱えている。このため、パレスチナの観光振興が真にパレスチナ経済及び

パレスチナの住民に裨益することを目的に、本プロジェクトの設計について、官民を通じて多く

の関係者と協議を行った。

本プロジェクトに先立って実施されたフェーズ 1 において、ジェリコ地域において官民共同に

よる地域住民に直接裨益する持続可能な観光システムの構築をめざした。この結果、ジェリコの

観光振興を担う JHTC が設立され、ジェリコの観光振興を官民で連携する仕組みが形成された。

フェーズ 1 の終了時評価時において、これらの成果が確認されるとともに、CBT の活動を実施

に移すためのメカニズムの強化、現地活動グループ（Local Action Group：LAG）支援能力の強化、

住民の参加を一層促すための啓発活動の継続、及び継続的なプロジェクト結果の発展・他地域へ

の展開が提言されている。

こうした背景をもとに本プロジェクトでは、パレスチナにおける観光開発課題を明確化すると

ともに、官民連携による CBT 活動をジェリコ及びジェリコ以外の他地域で実践していく。さら

に、パレスチナへの観光客誘致を推進するためのプロモーション活動を行うとともに、ヨルダ

ン、イスラエル、及びエジプトといった近隣国家との連携を図ることで、多様な観光客を呼び込

み、パレスチナのステークホルダーに直接的に裨益する観光振興の実現を願っている。

本プロジェクトを実施するにあたりいくつかの留意点を挙げておきたい。

（1）持続発展性の確保

本プロジェクトは、フェーズ 2 として実施されるプロジェクトである。つまりフェーズ 1
では目標どおり仕組み作りはできたものの、官民を含めて彼らの手だけで観光振興が十分に

行える状況にはいまだ到達していない。パレスチナにおいてジェリコは小規模な街であり、
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そもそも実施体制は強いとはいえない。JHTC を設立した理由の 1 つはこれにあるが、今後、

JHTC を中心とした官民のプレイヤーが自立できる状況にしていくことは最低限実施しない

といけない。

また、他地域においては、本プロジェクトの実施主体は各地域の官民のプレイヤーとなる

ので、ジェリコの経験やノウハウを彼らに効率的に伝え、プロジェクト終了後にも活動が継

続できるよう、持続発展性の確保には十分な検討を行っていくことが求められる。

（2）キーパーソンの活用

上記のとおりフェーズ 1 によって JHTC が設立された意義は大きいものの、プロジェクト

終了後の活動はいったんストップしていた。このため、JICA のプロジェクトに賛同し実際

の活動を行ってくれる人材や組織は不十分だという認識をもって現地調査に赴いた。しかし

ながら意に反して、C/P 機関である MOTA やジェリコ市役所の JICA 支援に対する期待は非

常に高くフェーズ 2 への積極的な参加の姿勢がうかがえた。また、訪問したヘブロン、ナブ

ルス等では、官民ともに既に多くの観光振興活動を自ら行っており、それを更に促進するた

めに JICA の支援を強く要請されるなど、実施体制と意欲については問題がない。

今から新規に活動を行う体制を整備する（この場合、なかなか活動が進まないといった問

題が少なからず発生する）のではなく、こういったやる気のあるキーパーソンを活用し彼ら

が実施している活動の質を向上するために、ジェリコの経験を伝えていくことが、他の都市

における活動を一層促進することが可能である。

（3）既存の調査の最大活用

パレスチナの観光の現状や課題をまずは官民のステークホルダーが確認したうえで、さま

ざまな活動を検討することが必要である。しかしながら、既に多くの調査がパレスチナでは

行われており、これらと重複した大規模な調査を行うことを目的としない。既に実施された

調査結果をよく参照し、新規の訪問客へのニーズ調査の結果と併わせて、官民のステークホ

ルダーに分かりやすい形で情報を提供することが必要である。

（4）パレスチナ経済への裨益

繰り返しになるが、イスラエル経済のみならずいかにパレスチナ経済に裨益し、パレスチ

ナ住民の生活向上に貢献していくかのポイントを外してはいけない。CBT 活動のアクショ

ン・プラン検討、観光商品の開発を行う際、パレスチナのプロモーションを行う際に、常に

これを念頭に活動の取捨選択を行っていくことが必要である。
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(US$)
Policy Interventions 2,011 2,012 2,013 Total

1 The provision of amenities and entertainment for tourist 2,500 2,000 2,000 6,500

2 Development facilities, tourist sites 2,000 1,500 1,500 5,000

3 Infrastructure development sites and attractions 3,250 4,000 4,000 11,250

4 Growth and development of natural resources and cultural tourist attraction sites 5,000 5,000 5,000 15,000

5 Planning and programming of the tourism activities 400 400 600 1,400

6 Encourage investment in tourism secto 200 200 300 700
Total 13,350 13,100 13,400 39,850

1 Reload Tourism Law and regulations related to it 700 860 12 1,572

2 The formation of advisory boards of the relationship  200 200 300 700

Total 900 1,060 312 2,272

1 Study of target markets 600 1,000 1,000 2,600

2 Study of the sources of attraction potential 1,000 300 100 1,400

3 The development of attractions and tracks associated with them 5,000 5,000 3,000 13,000
Total 6,600 6,300 4,100 17,000

1 Creating mechanisms for effective marketing 13,000 15,000 10,000 38,000

2 Participation in international tourism exhibition 500 600 900 2,000

3 Rehabilitation of archaeological sites to be opened for the visit 15,000 15,000 1,000 31,000

4 Establishment of information centers 1,200 1,200 1,200 3,600

Total 29,700 31,800 13,100 74,600

1 Sectoral strategies under preparation 1,000 1,000 1,000 3,000

2 Redefining the roles and restructuring of institutions 600 600 600 1,800

3 Update and consolidate the legal framework 700 700 300 1,700

4 Training and qualification of manpower 450 450 450 1,350

Total 2,750 2,750 2,350 7,850

1 Preparation of feasibility studies for investment in tourism 1,400 1,000 1,000 3,400

2 The provision of investment incentives 100 100 100 300

3 Activation of lending activities and funding for tourism projects 20 20 20 60

Total 1,520 1,120 1,120 3,760

1 Develop a database of cultural heritage sites and periodically updated 400 400 600 1,400

2 Prevent the illicit transfer of cultural heritage materials 200 200 300 700

3 Activate the emergency protection programs for cultural heritage sites 1,400 1,700 2,400 5,500
4 Supervision of schemes to maintain 400 400 600 1,400

5 Supervise the work of survey and exploration rescuer 400 400 600 1,400

1 Restoration of cultural heritage sites in the villages and cities 11,000 13,000 18,000 42,000

2 Continue in the work of rehabilitation of museums 700 800 1,200 2,700

Total 14,500 16,900 23,700 55,100
1 Establishment and rehabilitation of archaeological finds stores 5,000 6,000 900 11,900

2 Processing needed by the laboratory technical sector 2,000 2,000 600 4,600

3 Provision of supplies needed by the sector 500 600 900 2,000

4 Create a cadre of trained and effective 400 400 600 1,400

5 Develop the work of publishing and versions 1,000 1,000 1,000 3,000

Total 8,900 10,000 4,000 22,900
78,220 83,030 62,082 223,332

The estimated cost of the stragegy for the stragegy for the years 2011-2013

Grand Total

2. Improve the efficiency 
and effectiveness of 
institutions working in the 
tourism sector.

3. Create an investment 
environment and stimulate 
investment in tourism and 
services

Strategic objective: cultural heritage sites are protected and maintained to effectively
1. 1. Create a system of 
effective protection of 
cultural heritage sites

2. Restoration and 
management of cultural 
heritage sites effectively

Development and 
activation of the cultural 
heritage sector

Strategic objective: a product of high quality tourist
1. Development of tourist 
facilities to be able to 
receive tourists

2.Reload this legislation, 
rules and regulations 
governing the work of the 

 The creation of new 
tourism packages and the 
development of tourism 
packages in the first place

1. Install the existence of 
Palestine on the 
international tourist map as 
a tourist destination 
independently

Strategic objective: Palestine has put out and marketed as a tourist destination and secure independent and distinct
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現地収集資料リスト 
 
 
１．パンフレット、地図 
 A Code of Conduct for Tourism in the Holy Land, A Palestinian Initiative

（Palestinian Initiative of Responsible Tourism） 
 Welcome to Palestine（Palestinian Police and Tourist and Antiquities Police） 
 A Guide to the Cities of Palestine (Ministry of Tourism & Antiquities) 
 Palestine, The Holy Land, Jericho Tourist Map (Year 2010 Edition) 
 Tell Es-Sultan, Jericho 
 Hisham’s Palace, Jericho 
 Zacchaeus Sycamore Tree 
 Bethlehem, a city for peace (Commission of the European Communities) 
 Nablus Tourism Map 
 Breik mill (Nablus- Yasmina neighborhood - near the mosque Alsaton) 
 Hebron (Ministry of Tourism & Antiquities) 
 Hebron Rehabilitation Committee 
 Restoration of Khan Al Wakala Project（Khan Al Wakala Heritage and Civilization） 
 
 
２．本、出版物 
 The Annual Report（The Chamber of Commerce Industry and Agriculture in the 

Governorate of Jericho） 
 Strategic Development and Investment Plan (SDIP) for Nablus 2012-2015 

（Nabulus Municipality） 
 Combating Dispossession, Towards a Code of Ethics for Tourism and Palestine

（Alternative Tourism Group） 
 Come & See, A Call from Palestinian Christians, Guidelines for Christians 

Contemplating a Pilgrimage to the Holy Land（Alternative Tourism Group） 
 Life Under Occupation, An introduction to the situation in the occupied 

Palestinians territories （Alternative Tourism Group and Joint Advocacy Initiative） 
 This Week In Palestine (Issue No.171, July 2012) 
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３．現地収集資料リスト
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官民連携による持続可能な観光振興

プロジェクト（フェーズ２）

詳細計画策定調査報告書

平成26年 1月

（2014 年）
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